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はじめに
　 発 達 性 協 調 運 動 症(Developmental 

Coordination Disorder; DCD)児は協調運動の問

題があるためにスポーツや学業，仕事などに支障

が出るとされている1)．DCDは学童の5−10%に見ら

れることが報告されており2），その障害がある子

どもは自己概念が低く友人関係も苦手になりやす

いことや3)，抑うつ傾向が見られやすいことがわ

かっている4)．また，自閉スペクトラム症（Autism 

Spectrum Disorder；ASD）や注意欠如・多動症

（Attention Deficit Hyperactivity Disorder；

ADHD）などにも社会性や行動等の問題に加えて，

運動面にも問題が表れていることが多いことがわ

かっている．このように発達障害児には運動面の

問題が見られやすく，それが子どもの社会適応を

阻害すること，自尊心の発達などにも影響するこ

とが分かっていることから，その問題を的確に把

握し，治療や支援を行うことが重要である．また，

ASD児やADHD児には認知面の問題よりも感覚や運
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要旨：本研究の目的は，教師が子どもの協調運動の問題をアセスメントでき

る質問紙を作成し，その因子を探ることである．これまでの研究で開発した

「学校版　感覚・運動発達アセスメントシート」の運動面のアセスメント試

案を関東，関西の小学校の教師に実施してもらい，先行研究で収集したデー

タと合わせ，７～12歳の児童767名のデータを収集した．そして，そのデー

タについて因子分析を行った．

　データを集計したところ，試案に含まれていた60項目の中の21項目は回

答率が90％以下であったため，これらをアセスメントシートから除外する

こととした．残り39項目について因子分析を行った結果，６因子が抽出さ

れた．それらはそれぞれの因子に因子負荷量が大きい項目の内容から「書字

スキル」，「両側の協調」，「スポーツスキル」，「眼球運動・口腔運動」，「姿勢

調整」，「描画スキル」と命名した．

　本研究で因子分析に用いた39項目によるアセスメント質問紙と本研究で

明らかになった６因子に基づくスコアリング方法は，教師が児童の運動機能

を学校内で捉えるために有用と考えられる．

　

キーワード： 学齢児，特別支援教育，スクリーニング，協調運動，因子分析



16－　　－

学校版運動スキルアセスメントの因子分析研究

動の問題が見られやすいことから5)6)，発達障害の

気づきやスクリーニングにおいて運動面の評価が

役立つ可能性がある．

　DCDなどの協調運動の問題に対する支援は重要

であるが，本邦ではその問題を主訴として医療機

関を受診するケースは少なく，DCD児が作業療法

につながらないことも多い．協調運動の問題は行

動の問題と比べ親や教師からも注目されにくいこ

とがその理由の一つと言える．そして，これまで

学校現場で協調運動を客観的にとらえるための

ツールが不足していたことも大きな問題であっ

た．

　発達障害児の運動面のアセスメントのた

めに，諸外国では親が回答する質問紙The 

Developmental Coordination Disorder 

Questionnaire (DCDQ)7)や教師が回答する質問

紙 the Motor Observation Questionnaire for 

Teachers (MOQ-T)8)などが利用されているが，

我が国ではそのようなツールがまだ標準化されて

いない．そのため，中山らは「学校版 感覚・運

動発達アセスメントシート(運動面のアセスメン

ト)」の試案を作成し，パイロット研究を行って

きた9)−12)．中山らの作成したアセスメントシー

トを用いると，広汎性発達障害児は質問紙の多く

の領域で問題が見られることが明らかになり，発

達障害児の協調運動評価に有用である可能性が示

された11)12)．しかし，これまでは一地域の小学生

のみを対象にパイロット研究を行ってきたため，

それを様々な地域で使うことには限界があった．

　「学校版 感覚・運動発達アセスメントシート

(運動面のアセスメント)」を本邦の学校現場で

活用できるようにするためには，複数地域のデー

タを収集し，標準データを確立する必要がある．

また，学校で教師が観察しながら評定できる内容

にする必要があるため項目の厳選が必要である．

そして，アセスメントシートの項目に見られる因

子を明らかにする必要がある．

　このようなことから，本研究では九州地区の

データに加え，北海道地区，関東地区，関西地区

の子どものデータを収集し，項目の厳選を行うと

共にアセスメントツールの因子を分析することを

目的とした．

対象および方法
調査対象
　事前に研究内容を北海道１校，東京都内４校，

埼玉県内２校，京都府内９校，長崎県内７校の小

学校の通常学級の児童の保護者に説明し，同意が

得られた保護者の児童の担任教師157名を研究対

象とした．担任教師がアセスメントの対象とし

たのは７～12歳の児童767名（男児379名，女児

388名）であった（表１）．

作成，調査方法
　中山ら9)10)が考案した学校生活場面における児

の運動面の問題を把握するために，学校内で教師

が使用することができる「学校版感覚・運動発達

アセスメントシート」試案の運動面のシートを用

いた．質問紙は学級担任に対して回答を求めるも

ので，児の学校現場で見られる運動の問題など

に関する60の質問項目によって構成され，「いつ

も」，「しばしばある」，「ときどきある」，「まれに

表１．対象児の地域別，年齢，性別ごとの人数
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ある」，「まったくない」の5段階で回答できるよ

うになっている．通常学級の児童の保護者に研究

内容について文書で説明し，同意が得られた保護

者の児童の担任教師に調査を依頼した．各担任の

研究への協力は任意とした．研究への協力を承諾

した担任教師には，研究同意が得られた子どもか

ら発達障害の診断や明らかな神経学的問題がない

５名以上の子どもを無作為に選択し，質問紙に回

答するように依頼した．

分析方法
　収集した学校版感覚・運動発達アセスメント

シート試案の運動面のシートのデータより，回

答率が90%未満の項目を分析から除外した．SPSS 

version19を用いて主因子法による分析を行い，

プロマックス回転(斜交回転)による因子分析を

行った．

　各因子抽出後，因子内の内的整合性を見るため

に信頼性分析を行った．

結　果
　各学校で調査への協力の意思がある教師のみが

研究に参加したため，回収率は測定することがで

きなかった．

　質問項目に対する回答が未記入または「わから

ない(？)」であった回答が対象の10％以上であっ

たのは21項目であった．これらの項目は分析か

ら除外した．除外された項目は表２のとおりで

あった．

　運動面のアセスメントについて，767名のスコ

アについて主因子分析を行った．なお，抽出され

た因子に含まれた項目の中で，因子負荷量が0.4

以上のものを，その因子を説明する項目とした．

　主因子分析において，固有値を１以上持つ因

子は６であったため，その６因子を抽出し，分

析に用いた．因子ごとの固有値は，第１因子が

21.45，第２因子が2.92，第３因子が1.61，第

４因子が1.24，第５因子が1.13，第６因子が1.02

であった．なお，６因子の固有値分散の累積パー

センテージは75.29％であった．39項目中38項

目がいずれかの因子において因子負荷量が高かっ

た．因子分析の結果を表３に示す．各因子の内

的整合性を見る信頼性分析では，Cronbachのα

係数が第１因子は0.974，第２因子は0.950，第

３因子は0.919，第４因子は0.915，第５因子は

0.881，第６因子は0.936であった．

　因子間の相関は表４の通りであった．

　次に，抽出されたそれぞれの因子における因子

負荷量が0.4以上の項目をもとに，因子名を付与

した．

　第１因子における因子負荷量の高い項目は，書

字に関する項目であったため，因子名を「書字ス

キル」とした．第２因子における因子負荷量の高

い項目は，左右の手足を協調して用いる運動スキ

ルを反映する項目の因子負荷量が高かったため因

子名を「両側の協調」とした．第３因子における

表２．回答率が90％以下であった項目
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表３．学校版運動スキルアセスメントの因子分析結果(因子負荷量は0.4以上のみを記載）
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因子負荷量の高い項目は，体育の授業やスポーツ

に関するスキルを反映しているため，因子名を「ス

ポーツスキル」とした．第４因子における因子負

荷量の高い主な項目は，眼球運動や口腔運動の不

器用さを評定する項目が多かった．これらには注

意も関係する可能性がある．そのため，因子名を

「眼球運動・口腔運動」とした．第５因子におけ

る因子負荷量の高い主な項目は，姿勢調整と関係

していたため，因子名を「姿勢調整」とした．第

６因子における因子負荷量の高い主な項目は，描

画の能力と関係しているため，因子名を「描画ス

キル」とした（表３）．

考　察
　回答率が90％以下の項目は60項目中21項目で

あり，質問紙からの除外対象とすべきと判断した．

これらは通常学級の教師が回答する質問紙には妥

当でない項目と考えられる．これらの中には「片

足立ち（10秒できたら１点，20秒できたら０点）」

など一斉教育の中で観察が困難なスキルを評定す

るものや「縄跳びの後ろとび」などある学習単元

にならないと評定できないものが含まれていたた

め，教師が回答困難であったと考えられる．

　60項目の質問紙の中で回答率が90％以上で

あった39項目を用いた因子分析では６因子が

抽出され，それらによる固有値分散の累計は

75.23％であった．これら６因子によって学校版

運動アセスメントシートで測定できる運動機能が

概ね説明できるものと推察される．６因子全てで

Cronbachのα係数は高く，各因子に含まれる項

目の内的整合性は十分と考えられる．

　本研究で明らかになった因子は，主に机上課題

におけるスキルに関する因子と全身運動スキルに

関する因子に分けられることが明らかになった．

机上課題に関する因子は「書字スキル（第１因

子）」，「眼球運動・口腔運動（第４因子）」，「描画

スキル（第６因子）」であり，教師が机上での学

習を進める上で重要ととらえているスキルが反映

されていると考える．第１因子の「書字スキル」

は単独でも寄与率が55％であった．書字スキル

は第６因子の描画スキルと共に発達障害児では困

難が見られることが多いため13)14)，教師が気づき

やすい問題であると考えられる．「眼球運動・口

腔運動」の因子が明らかになり，発達障害児に

は，眼球運動の問題15），舌運動の問題6），口腔運

動の問題16)が見られやすいことも報告されてい

る．先行研究で示されている読字障害と眼球運動

の関係17)を反映する因子かもしれない．そのよ

うな眼球運動が関与するスキルや口腔運動スキル

が学校においても個人差として見られることが示

されている可能性がある．なお，読字は注意と関

係していること18)や注意欠如多動症(ADHD)は読

み障害を起こす比率が高いことが指摘されている

こと19)から，この因子は注意とも関係している

可能性がある．

　全身運動に関する因子は「スポーツスキル（第

３因子）」，「姿勢調整（第５因子）」の２つがあっ

た．「姿勢調整」の因子に反映される姿勢調整の

問題は発達障害児に見られやすいことが指摘され

ており20−22)，そのような問題が因子として示さ

れている可能性がある．

　「両側の協調(第２因子)」は両側動作による全

身運動と巧緻運動に関する因子と考えられた．学

校での活動において両側動作が必要となる場面が

多く，その問題が見られる子どもが多い可能性が

ある．ASD児は両側協調運動に問題が見られやす

いため23)，そのような問題がこの因子の存在に

関係している可能性がある．

表４．因子間の相関
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　本研究で明らかになった因子は，通常学級内で

担任教師が気づくことができる運動の問題を反映

している可能性がある．これらの因子に反映され

ている運動スキルはDCD児の多くが困難を示すも

のである1)．よって，この因子を用いて教師が評

定することで，DCD児など協調運動の問題がある

子どもの困難に気づくことができると考えられ

る．協調運動の問題はADHD児の55.2％ 24)，ASD

児の79％ 25)に見られることが指摘されているこ

とから，協調運動を評定することで教師がADHD，

ASDなどの発達障害がある子どもに気づくことが

できる可能性もある．ADHDの中で協調運動障害

は不注意優勢型の64.3%，混合型の58.9%，多動

衝動優勢型の11%に見られることが報告されてお

り24)，不注意優勢型のADHD児に協調運動障害が

見られやすいことが分かっている．不注意優勢型

のADHD児は，多動性や衝動性が見られにくいた

めに一斉教育の中では教師に気づかれにくいと考

えられるが，教師が協調運動障害を評定すること

ができれば，そのような子どもへの気づきにつな

がると考えられる．

　39項目中38項目がいずれかの因子において因

子負荷量が高かったため，本研究で因子分析に用

いた項目と６因子は子どもの協調運動の問題把握

に有用であると考える．今後，この研究で39項

目による「学校版運動発達アセスメントシート」

と因子分析で明らかになった因子に基づく評定を

特別支援教育や学齢児の作業療法において利用す

ることができると考えられる．この質問紙の実用

性をさらに高めるため，信頼性や妥当性について

の検証を進める必要があると考える．
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Abstract

The purpose of this study is to develop an assessment tool for motor coordination skills 

development, which can be use by teachers, by exploring items and factors related to sensory 

processing development. 

We asked elementary school teachers in the Kansai and Kanto areas to complete a questionnaire 

called “The School Version of the Assessment Sheet for Sensory and Motor Development -pilot 

version-”. We then analyzed these data with data collected in our previous studies. 

Assessment Sheets for 767 children aged 7 to12 were collected. Response ratios below 90% 

excluded 21 out of 60 items on the Assessment Sheet from factor analysis. Factor analysis of 

the remaining 39 items revealed 6 factors. These factors were named ‘Writing skill’, ‘Bilateral 

coordination’, ‘Sports skill’, ‘Ocular motor skill and oral motor skill’, ‘Posture control’, 

and ‘Drawing skill’

A questionnaire that includes these 39 items and evaluation methods based on the 6 factors 

will provide a useful tool to evaluate motor coordination skills in school-aged children by 

teachers in school settings.

Key Words：School age children，Special education，Screening，Motor coordination，Factor analysis


